
未認識過去勤務債務及び未認識数理
計算上の差異 � 93¶376¶656 150¶219¶075 0 56¶842¶419

年 金 資 産 412¶249¶314 143¶010¶419 38¶447¶434 516¶812¶299

退 職 給 付 引 当 金 1¶459¶278¶506 179¶465¶107 119¶045¶762 1¶519¶697¶851

~退職給付引当金の計上基準は、重要な会計方針に記載のとおりであります。
５ 法令に基づく引当金等の明細

（単位：円）

区 分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘 要

納 付 金 関 係 業 務 引 当 金 33¶925¶368¶073 0 8¶186¶681¶134 25¶738¶686¶939
独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構の業務運営
並びに財務及び会計に関する省令第11条

計 33¶925¶368¶073 0 8¶186¶681¶134 25¶738¶686¶939

~納付金関係業務引当金の計上基準は、重要な会計方針に記載のとおりであります。
６ 資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

区 分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘 要

政 府 出 資 金

高 ・ 障 勘 定 11¶494¶291¶556 0 0 11¶494¶291¶556

資 本 金 能 開 勘 定 30¶117¶042 0 0 30¶117¶042

納 付 金 勘 定 703¶174¶570 0 0 703¶174¶570

計 12¶227¶583¶168 0 0 12¶227¶583¶168

資 本 剰 余 金

施 設 費 153¶311¶659 44¶399¶585 0 197¶711¶244

高 ・ 障 勘 定 153¶311¶659 44¶399¶585 0 197¶711¶244 建物等の改修による増

運 営 費 交 付 金 242¶140¶646 53¶365¶932 706¶130 294¶800¶448

高 ・ 障 勘 定 242¶140¶646 53¶365¶932 706¶130 294¶800¶448 敷金等の取得による増及び返還による減

損益外除売却差額 � 273¶611¶146 0 173¶772¶434 � 447¶383¶580

高 ・ 障 勘 定 � 235¶895¶017 0 145¶668¶143 � 381¶563¶160 不用決定に基づく除却による減等

能 開 勘 定 � 13¶521¶609 0 212¶100 � 13¶733¶709 不用決定に基づく除却による減

納 付 金 勘 定 � 24¶194¶520 0 27¶892¶191 � 52¶086¶711 不用決定に基づく除却による減

計 121¶841¶159 97¶765¶517 174¶478¶564 45¶128¶112
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